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表紙

第 9 ８ 回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知
交 付 書 面 へ の 記 載 を 省 略 し た 事 項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

上記事項につきましては法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求をいた
だいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、本株主総会におきま
しては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項
を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
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連結注記表

連結注記表
１．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数……………14社
連結子会社の名称

株式会社デンコー、株式会社電興製作所、フコク電興株式会社、DKKシノタイエンジニアリング株式会
社、デンコーテクノヒート株式会社、DKK of America,Inc.、電気興業（常州）熱処理設備有限公司、
DKK MANUFACTURING （THAILAND ）CO.,LTD. 、DKK(THAILAND)CO.,LTD. 、DTHM,S.A. DE 
C.V.、韓国電気興業株式会社、株式会社サイバーコア、Cyber Core Vietnam Co.,Ltd.、DKK North 
America,Inc.

　当連結会計年度より、当社の連結子会社であった株式会社ディーケーシー及び高周波工業株式会社は、当
社を存続会社とし、株式会社ディーケーシー及び高周波工業株式会社を消滅会社とする吸収合併により消滅
したため、連結の範囲から除外しております。
　また、第２四半期連結会計期間において、2023年9月29日付で株式会社サイバーコアの株式を取得した
ことにより連結の範囲に含めております。加えて、同社の子会社であるCyber Core Vietnam Co.,Ltd.を
連結の範囲に含めております。
　また、DKK North America,Inc.は重要性が増したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま
す。

②非連結子会社の数…………－ 社
　該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の連結会計年度等に関する事項
　連結子会社のうち、DKKシノタイエンジニアリング株式会社、DKK of America,Inc.、電気興業（常州）熱処
理 設 備 有 限 公 司 、DKK MANUFACTURING （THAILAND ）CO.,LTD. 、DKK(THAILAND)CO.,LTD. 、
DTHM,S.A. DE C.V.、韓国電気興業株式会社、株式会社サイバーコア、Cyber Core Vietnam Co.,Ltd、DKK 
North America,Incの決算日は12月31日であります。連結計算書類作成にあたっては、同決算日現在の計算書
類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
　なお、株式会社サイバーコア、Cyber Core Vietnam Co.,Ltdについては、連結決算日現在で実施した仮決算
に基づく計算書類を使用しております。
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(4) 会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
（ⅰ）有価証券

　満期保有目的の債券……………………償却原価法（定額法）
　その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの…決算期末日の市場価格等による時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融
商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）につい
ては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっており
ます。

（ⅱ）デリバティブ……………………………時価法
（ⅲ）棚卸資産

未成工事支出金…………個別法による原価法
製品………………………個別法又は総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
仕掛品……………………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
原材料及び貯蔵品………主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
（ⅰ）有形固定資産（リース資産を除く。）

　当社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。但し、建物（建物附属設備を除く。）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。なお、主
な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物・構築物　　　　２～45年
　　機械・運搬具　　　　２～17年
　　工具器具・備品　　　２～20年
　なお、在外連結子会社については、定額法を採用しております。

（ⅱ）無形固定資産（リース資産を除く。）
　定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。
　また、技術関連資産については、効果の及ぶ期間（８年）に基づく定額法によっております。

（ⅲ）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

－ 2 －
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③重要な引当金の計上基準
（ⅰ）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（ⅱ）完成工事補償引当金
　完成工事に係る補修費等の費用に備えるため、過年度の完成工事補償実績に基づいた将来の補修見込額と
金額に重要性のある個別案件に対する見積額の合計額を計上しております。

（ⅲ）製品保証引当金
　納入した製品に係る将来の保証費等に備えるため、過年度の保証実績に基づいた将来の保証見込額と金額
に重要性のある個別案件に対する見積額の合計額を計上しております。

（ⅳ）賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（ⅴ）役員賞与引当金
　役員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

（ⅵ）工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡工事のうち、損失発生の可能
性が高く且つその金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しております。

（ⅶ）役員株式給付引当金
　株式交付規程に基づく当社及び一部の連結子会社の取締役（社外取締役を除く。）への当社株式の交付に
備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（ⅷ）関係会社整理損失引当金
　関係会社の整理に伴い発生する将来の損失に備えるため、今後発生すると見込まれる損失額を計上してお
ります。

（ⅸ）環境対策等引当金
　土壌汚染対策等の環境対策に係る費用に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上しておりま
す。

④重要な収益及び費用の計上基準
　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサ
ービスの支配が顧客に移転したと判断した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識することとしております。

　　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、収益認識に関する注記
に記載のとおりであります。

－ 3 －
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⑤のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、償却期間を決定した上で均等償却を行っ
ております。

⑥その他連結計算書類の作成のための重要な事項
（ⅰ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。なお、在外連結子会社の資産及び負債は在外連結子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定
及び非支配株主持分に含めております。

（ⅱ）重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。
ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………………………………為替予約取引
ヘッジ対象………………………………外貨建予定取引

ヘッジ方針
　当社グループでは、海外取引における為替変動に対するリスクヘッジのため、為替予約取引を行ってお
ります。為替予約の締結については、稟議決裁を受けた後に行い、以後の契約の実行及び管理は経理担当
部門において行っております。なお、リスクヘッジ手段としてのデリバティブ取引は為替予約取引のみ行
うものとしております。
ヘッジの有効性評価の方法
　為替予約の締結時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フ
ロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額を
基礎にして判断しております。

（ⅲ）退職給付に係る負債の計上基準
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退
職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。但し、年金資産の額が退職給付債務を超える場
合には退職給付に係る資産として計上しております。
　過去勤務費用は、発生年度に全額費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の
退職給付に係る調整累計額に計上しております。
　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

－ 4 －
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(5) 会計方針の変更
　（棚卸資産の評価方法の変更）

　当社は棚卸資産のうち原材料及び貯蔵品の評価方法について、従来、移動平均法による原価法を採用してお
りましたが、当連結会計年度の期首より、総平均法による原価法へ変更しております。
　この評価方法の変更は、原材料及び貯蔵品の長納期化及び調達価格の変動状況を踏まえ、より適正な期間損
益計算を行うことを目的としたものであります。
　なお、当該会計方針の変更が過去の期間に与える影響額は軽微であります。

(6) 表示方法の変更
　（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において「固定負債」の「その他」に含めていた「繰延税金負債」は、金額的重要性が増し
たため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。
　なお、前連結会計年度の「繰延税金負債」は０百万円であります。

(7) 追加情報
（取締役に対する株式報酬制度）

　当社及び一部の連結子会社は、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績
の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、当社及び一部の連結子会社の取締役（社外
取締役を除く。）を対象に、株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

①取引の概要
　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する「役員向け株式交付信託」（以下「本信託」といいま
す。）が当社株式を取得し、当社及び一部の連結子会社の取締役会で定める株式交付規程に基づき、各取締役
に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付される株式報酬制度
です。なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株
式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末185百万円、74,918
株であります。

－ 5 －
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有形固定資産 5,188百万円
無形固定資産 2,287百万円
減損損失 1,860百万円

３．会計上の見積りに関する注記
（工事契約及び設備据付工事等（以下「工事契約等」）における収益認識）
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　一定の期間にわたり充足される履行義務に係る工事契約等の売上高　　2,815百万円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転
する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗
度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した原価が、予想される原価の合計に占める割合に基づいて行っ
ております。
　原価総額の見積りの前提条件は必要に応じて見直しを行い、変更があった場合には、その影響額が信頼性を
もって見積ることが可能となった連結会計年度に認識しております。また、将来原価総額の見積りの前提条件
の変更等（設計変更や天災等）により当初見積りの変更が発生する可能性があり、翌連結会計年度に係る連結
計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

（固定資産の減損損失）
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、原則として、事業用資産については、継続的に損益を把握している事業部門を区分の基礎
としてグルーピングを行っております。
　減損の兆候判定については、個別にグルーピングをした資産又は資産グループの営業損益が継続してマイナ
スとなった場合、又は、継続してマイナスとなる見込みとなる場合や固定資産の時価が著しく下落した場合等
に減損の兆候があるものとしております。
　固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる
割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失として計上しております。その際の回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により算定
しております。なお、正味売却価額は、外部専門家から取得した不動産鑑定評価書の不動産評価額等に基づい
て算定しております。
　割引前将来キャッシュ・フローの見積りは事業計画を基礎としており、事業計画は過去実績を踏まえ、事業
環境、顧客の需要動向などを勘案した販売見込み等の予測に基づいて作成しております。また、各事業に関連
する市場の需要見通し等を踏まえ、必要に応じて事業計画に対して一定の仮定を置いております。
　減損の兆候、認識の判定及び測定に当たっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化によ
り、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、追加の減損処理が必要となる可能性がありま
す。
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のれん 936百万円

未成工事支出金 39百万円
製品 2,382百万円
仕掛品 2,290百万円
原材料及び貯蔵品 1,684百万円

受取手形
電子記録債権

18百万円
42百万円

電子記録債務 171百万円

（のれん）
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　のれんについて、その効果の発現する期間を見積り、その期間に基づく定額法により償却しております。ま
た、その資産性について子会社の業績や事業計画等を基に検討しており、将来において当初想定した収益が見
込めなくなり、減損の必要性を認識した場合には、当該連結会計年度においてのれんの減損処理を行う可能性
があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
(1) 棚卸資産の内訳

(2) 期末日満期手形
期末日手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。なお、連結会計年
度末日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形は満期日に交換が行われたものとみなして処理して
おります。
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特定融資枠契約の総額 11,000百万円
期末残高 4,400百万円
差引高 6,600百万円

(2) 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 1,271百万円

(3) 特定融資枠契約（コミットメントライン契約）
当社は、経営基盤の強化及び成長投資に向けた資金需要に対する機動性・安全性の確保並びに財務基盤の一層
の安定を図るため、取引金融機関と特定融資枠契約（貸出コミットメント契約）を締結しております。

　なお、貸出コミットメント契約については、下記の財務制限条項が付されており、当連結会計年度において、
当該財務制限条項に抵触しておりますが、取引金融機関に対して支援の継続を要請しております。

①2023年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金
額を、直近の事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額
以上に維持すること。
②2023年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続
して損失としないこと。

５．連結損益計算書に関する注記
(1) その他の事業売上高、その他の事業売上原価、その他の事業総利益は、当社グループの事業区分のうち設備貸

付事業並びに売電事業にかかる売上高、売上原価、売上総利益を、それぞれ示しております。
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会社名及び事業部門 用途 場所 種類 減損損失
電気興業㈱ 機器統括部
 及び㈱電興製作所

各種アンテナ・
電気通信機器等の製造 栃木県鹿沼市 建物、

工具器具備品等 930百万円

電気興業㈱
 建設統括部 支店

各種アンテナ等の販売、
電気通信施設等の建設工事

福岡県福岡市、
広島県広島市、他

建物、
工具器具備品等 89百万円

電気興業㈱
 建設統括部 川越事業所

各種アンテナ等の販売、
電気通信施設等の建設工事 埼玉県ふじみ野市 建物等 25百万円

電気興業㈱
 未来研究所 旧事務所 共用資産 神奈川県横浜市 建物、構築物等 2百万円

DTHM,S.A. DE C.V. 高周波熱処理受託加工 メキシコ
グアナファト州 機械装置等 796百万円

DKK MANUFACTURING
(THAILAND) CO.,LTD.

各種アンテナ・
電気通信機器等の製造 タイ アユタヤ 建物等 15百万円

（3）減損損失に関する注記
当連結会計年度において、当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社グループは、原則として、事業用資産については、継続的に損益を把握している事業部門を区分の基礎
としてグルーピングを行っております。ただし、将来の使用が見込まれていない資産や処分、廃止の意思決定
をした資産については、個別にグルーピングを実施しております。

(電気興業㈱ 機器統括部及び㈱電興製作所)
　各種アンテナ・電気通信機器等の製造を営む拠点において、経営環境の悪化による収益性の低下により、
営業活動から生ずる損益が継続してマイナスになったことから、建物及び工具器具備品等の帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（930百万円）として特別損失に計上しました。

(電気興業㈱ 建設統括部 支店)
　各種アンテナ等の販売、電気通信施設等の建設工事を営む複数拠点において、経営環境の悪化による収益性
の低下により、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスになったことから、建物及び工具器具備品等の帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（89百万円）として特別損失に計上しました。

(電気興業㈱ 建設統括部 川越事業所)
　各種アンテナ等の販売、電気通信施設等の建設工事を営む拠点において、建物の取り壊し及び建替えの意思
決定に伴い、建物等の帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失（25百万円）として特別損失に
計上しました。

(電気興業㈱ 未来研究所 旧事務所)
　共用資産において、拠点閉鎖の意思決定に伴い、建物、構築物等の帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減
少額を減損損失（2百万円）として特別損失に計上しました。
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(DTHM,S.A. DE C.V.)
　高周波熱処理受託加工を営むメキシコ国に所在する子会社の一部拠点において、経営環境の悪化による収益
性の低下により、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスになったことから、機械装置等の帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（796百万円）として特別損失に計上しました。

(DKK MANUFACTURING(THAILAND) CO.,LTD.)
　各種アンテナ・電気通信機器等の製造を営むタイ国に所在する子会社において、当社グループのアンテナ製
造拠点の整備による収益力の向上を図るため、タイ国におけるアンテナ・電気通信機器等の製造拠点を清算す
る決議をしたことから、建物等の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（15百万円）と
して特別損失に計上しました。

　各種アンテナ・電気通信機器等の製造を営む拠点の建物及び工具器具備品等並びにタイ国に所在する子会社
の建物等は、回収可能価額を正味売却価額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価書等により評
価しております。
　各種アンテナ等の販売、電気通信施設等の建設工事を営む複数拠点の建物及び工具器具備品等並びに共用資
産の建物、構築物等並びに高周波熱処理受託加工を営むメキシコ国に所在する子会社の一部拠点の機械装置等
は、回収可能価額を使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローが見込まれないことから、その価
額は備忘価額としております。
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普通株式 10,900,000株

決 議 株式の種類
配当金の
総　　額

（百万円）

１株当たり
配　当　額

（円）
基 準 日 効 力 発 生 日

2023年６月29日
定 時 株 主 総 会
（注）１

普通株式 316 30.0 2023年３月31日 2023年６月30日

2023年11月10日
取 締 役 会
（注）２

普通株式 301 30.0 2023年９月30日 2023年12月4日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の
総　　額

（百万円）

１株当たり
配　当　額

（円）
基　準　日 効力発生日

2024年６月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 292 30.0 2024年

３月31日
2024年

６月28日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度末日における発行済株式の数

(2) 剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（注）１　配当金の総額は、取締役向け株式報酬制度に係る信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）
が保有する当社株式に対する配当金２百万円を含めて記載しております。
２　配当金の総額は、取締役向け株式報酬制度に係る信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）
が保有する当社株式に対する配当金２百万円を含めて記載しております。

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

（注）　配当金の総額は、取締役向け株式報酬制度に係る信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が
保有する当社株式に対する配当金２百万円を含めて記載しております。
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（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

①投資有価証券
満期保有目的の債券 851 823 △27
その他有価証券 3,034 3,034 －

②長期預金 1,000 975 △24
資産計 4,886 4,833 △52

①長期借入金（１年内返済予定含む） 1,377 1,376 △0
②リース債務（※） 107 104 △3

負債計 1,485 1,481 △3

区分 当連結会計年度（百万円）
非上場株式 101
組合出資金 566

計 668

７．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。一部の
外貨建て営業債権の為替変動リスクについては、先物為替予約を利用することでリスク低減を図っております。
また、投資有価証券は株式及び満期保有目的の債券であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っ
ております。
　支払手形及び買掛金のうち、外貨建ての営業債務の為替変動リスクは、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残高の
範囲内とすることでリスク低減を図っております。借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金
（長期）であり、固定金利・変動金利のバランスを勘案し、金利変動のリスク低減を図っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2024年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（（注）をご参照くださ
い。）また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電子記録債権、完成工事未収入金、売掛金、支払手
形・工事未払金等、短期借入金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、
注記を省略しております。

（※）リース債務は流動負債・固定負債の合計額で表示しております。

（注）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。また、「組合出資金」については時価
算定会計基準適用指針第24-16項の取扱いを適用しており、金融商品時価開示適用指針第４項(1)に定める事
項を注記しておりません。
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券 3,034 － － 3,034

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

満期保有目的の債券 － 823 － 823
長期預金 － 975 － 975
長期借入金（１年内返済予定含む） － 1,376 － 1,376
リース債務 － 104 － 104

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベル

に分類しております。
　　レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　　レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　　レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル
１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している満期保有目的の債券は、市場での取引頻度が低く、活発
な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

長期預金
　長期預金は、取引先の金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。
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（単位：百万円）
報告セグメント

その他 合計電気通信
関連事業

高周波
関連事業 計

工事 10,079 － 10,079 － 10,079

設備・機材売上等 9,056 9,623 18,680 － 18,680

売電収入等 － － － 97 97

顧客との契約から生じる収益 19,136 9,623 28,759 97 28,856

その他の収益（注） － － － 7 7

外部顧客への売上高 19,136 9,623 28,759 104 28,864

長期借入金（1年内返済予定含む）及びリース債務
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．賃貸等不動産に関する注記
　該当事項はありません。

９．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他の収益」区分は設備貸付事業の収益であります。

（2）収益を理解するための基礎となる情報
　　顧客との契約について、以下の5ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することにしており
ます。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

　収益を認識するにあたっては、当社グループが主な事業としている電気通信関連事業、高周波関連事業、
その他事業における工事契約等、設備・機材売上等及び売電収入等について、顧客との契約に基づき履行義
務を識別しており、通常は下記の時点で当社グループの履行義務を充足すると判断し収益を認識していま
す。
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１年以内 １年超 合計

当連結会計年度 6,627百万円 2,386百万円 9,014百万円

①工事契約等に係る収益
　　工事契約等に係る収益には、主に電気通信関連事業における工事契約等及び高周波関連事業における設備

据付工事等が含まれ、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義
務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した原価が、予想される原価の合計に占め
る割合に基づいて行っております。取引の対価は引き渡し後１年以内に支払いを受けているため、重要な金
融要素は含まれておりません。

②製品の販売に係る収益
　　製品の販売に係る収益は、主に電気通信関連事業及び高周波関連事業における設備・機材売上等が含ま

れ、引渡時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得した段階で、履行義務が充足されると判断し、
当該時点で収益を認識しております。なお、一部製品の販売については、出荷時から当該製品の支配が顧客
に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。取引の対価は引き
渡し後１年以内に支払いを受けているため、重要な金融要素は含まれておりません。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産及び契約負債の残高は、連結貸借対照表に記載のとおりであります。
　　契約資産の増減は、主として収益認識（契約資産の増加）と、営業債権への振替（同、減少）により生じ

たものであります。
　　なお、当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債残高に含まれていた金額は、646百万

円であります。また、当連結会計年度における過去の期間に充足した履行義務から認識した収益は、140百
万円であります。

②残存履行義務に配分した取引価格
　　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。
　　なお、当初の予想期間が1年以内の契約であるものについては、実務上の便法を適用し、以下の金額に含

めておりません。
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１株当たり純資産額 3,917.44円
１株当たり当期純損失 198.93円

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純損失 1,977百万円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失 1,977百万円

普通株式の期中平均株式数 9,940,316株

10．１株当たり情報に関する注記

※　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。また、１株当たり純資産額の算定におけ
る「期末株式数」、１株当たり当期純損失の算定における「期中平均株式数」は、取締役向け株式報酬制度に
係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式（当連結会計年度末
74,918株、期中平均株式数75,289株）を控除して算定しております。

11．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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12．その他の注記
（企業結合等関係）

（取得による企業結合）
(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　株式会社サイバーコア
事業の内容　　　　画像処理・画像認識・人工知能アルゴリズム開発

② 企業結合を行った主な理由
株式会社サイバーコアと当社の強みを活かしたソリューションビジネスをより効率的且つ精力的に
構築することで、企業価値の更なる向上が可能になると判断し、株式を取得することといたしまし
た。

③ 企業結合日
2023年９月29日

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得等

⑤ 結合後企業の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
52.63％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したこと等によるものです。

(2) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2023年９月30日をみなし取得日としているため、2023年10月１日から2024年３月31日までの業績
を当連結会計年度に係る連結損益計算書に含めております。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　　　取得の対価　　　　　現金　　　　　1,500百万円

取得原価　　　　　　　　　　　　　1,500百万円

(4) 主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリー費用等　　　９百万円
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(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

1,021百万円
② 発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。
③ 償却方法及び償却期間

のれんの償却については、６年間にわたり均等償却を行っております。

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
　　流動資産　　619百万円
　　固定資産　1,052百万円
　　資産合計　1,672百万円

　　流動負債　　355百万円
　　固定負債　　402百万円
　　負債合計　　757百万円

(7) のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体及び主要な種類別
の加重平均償却期間
　技術関連資産　　1,030百万円（償却年数８年）
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（共通支配下の取引等）
１.取引の概要

(1) 被合併企業の名称及び事業の内容
・被合併企業の名称　株式会社ディーケーシー

事業の内容　　　　電気通信施設の設計・建設工事の施工
・被合併企業の名称　高周波工業株式会社

事業の内容　　　　高周波誘導加熱及び電源装置の設計・製作、高周波熱処理受託加工、真空炉及
び特殊炉の設計・製作、発電装置・受配電盤等の設計・製作、加熱コイルの設
計・製作

(2) 合併効力発生日
2023年４月１日

(3) 企業結合の法的形式
当社を存続会社とし、株式会社ディーケーシー及び高周波工業株式会社を消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称
電気興業株式会社

(5) その他取引の概要に関する事項
本組織再編においては、当社グループにおける管理部門の効率化・スリム化に加え、建設部門におい

ては人的リソースの集中による消化能力の強化、事業の効率化等を図り、高周波部門においては、事業
の集中・営業力の強化、消化能力の強化等を図ることを目的としております。なお、高周波工業株式会
社のコイル関連事業及び高周波熱処理受託加工事業については、当社の子会社であるデンコーテクノヒ
ート株式会社を承継会社とし、高周波工業株式会社から吸収分割をしております。

２．会計処理の概要
 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及
び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、
共通支配下の取引として処理しております。
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個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
満期保有目的の債券……………………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…決算期末日の市場価格等による時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商
品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）について
は、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算
書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②デリバティブ………………………………時価法
③棚卸資産

未成工事支出金…………………………個別法による原価法
製品………………………………………個別法又は総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）
仕掛品……………………………………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
原材料及び貯蔵品………………………総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く。）

　定率法を採用しております。但し、建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。
　　建物・構築物　　　　２～45年
　　機械・運搬具　　　　２～17年
　　工具器具・備品　　　２～20年

②無形固定資産（リース資産を除く。）
　定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(3) 引当金の計上基準
①貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②完成工事補償引当金
　完成工事に係る補修費等の費用に備えるため、過年度の完成工事補償実績に基づいた将来の補修見込額と金
額に重要性のある個別案件に対する見積額の合計額を計上しております。

③製品保証引当金
　納入した製品に係る将来の保証費等に備えるため、過年度の保証実績に基づいた将来の保証見込額と金額に
重要性のある個別案件に対する見積額の合計額を計上しております。

④賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑤役員賞与引当金
　役員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

⑥工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡工事のうち、損失発生の可能性が高
く且つその金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しております。

⑦退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し
ております。過去勤務費用は、発生年度に全額費用処理しております。数理計算上の差異は、各期の発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（５年）による按分額をそれぞれの発生の翌期より費用処理してお
ります。
　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

⑧役員株式給付引当金
　株式交付規程に基づく当社の取締役（社外取締役を除く。）への当社株式の交付に備えるため、当事業年度
末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑨環境対策等引当金
　土壌汚染対策等の環境対策に係る費用に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基
準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転したと判断した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を
認識することとしております。
　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、連結計算書類の「収益認
識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。
ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………………………………為替予約取引
ヘッジ対象………………………………外貨建予定取引

ヘッジ方針
　当社では、海外取引における為替変動に対するリスクヘッジのため、為替予約取引を行っております。為替
予約の締結については、稟議決裁を受けた後に行い、以後の契約の実行及び管理は経理部において行っており
ます。なお、リスクヘッジ手段としてのデリバティブ取引は為替予約取引のみ行うものとしております。
ヘッジの有効性の評価の方法
　為替予約の締結時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー
変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額を基礎にし
て判断しております。

(6) 会計方針の変更
（棚卸資産の評価方法の変更）

　当社は棚卸資産のうち原材料及び貯蔵品の評価方法について、従来、移動平均法による原価法を採用してお
りましたが、当事業年度の期首より、総平均法による原価法へ変更しております。
　この評価方法の変更は、原材料及び貯蔵品の長納期化及び調達価格の変動状況を踏まえ、より適正な期間損
益計算を行うことを目的としたものであります。
　なお、当該会計方針の変更が過去の期間に与える影響額は軽微であります。

(7) 追加情報
（取締役に対する株式報酬制度）

　当社は、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増
大への貢献意識を高めることを目的として、当社の取締役（社外取締役を除く。）を対象に、株式報酬制度
（以下「本制度」といいます。）を導入しております。
①取引の概要
　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する「役員向け株式交付信託」（以下「本信託」といいま
す。）が当社株式を取得し、当社取締役会で定める株式交付規程に基づき、当社が各取締役に付与するポイン
トの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付される株式報酬制度です。なお、取締
役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。
②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株
式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末185百万円、74,918株で
あります。
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有形固定資産 3,656百万円
無形固定資産 403百万円
減損損失 777百万円

特定融資枠契約の総額 11,000百万円
期末残高 4,400百万円
差引高 6,600百万円

３．会計上の見積りに関する注記
（工事契約及び設備据付工事等（以下「工事契約等」）における収益認識）

①当事業年度の計算書類に計上した金額
　一定の期間にわたり充足される履行義務に係る工事契約等の売上高　　2,611百万円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　①の金額の算出方法等は、連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記（工事契約及び設備据付工事等
（以下「工事契約等」）における収益認識）」の内容と同一であります。

（固定資産の減損損失）
①当事業年度の計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　①の金額の算出方法等は、連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記（固定資産の減損損失）」の内容
と同一であります。

４．貸借対照表に関する注記
(1) 特定融資枠契約（コミットメントライン契約）

　当社は、経営基盤の強化及び成長投資に向けた資金需要に対する機動性・安全性の確保並びに財務基盤の一層
の安定を図るため、取引金融機関と特定融資枠契約（貸出コミットメント契約）を締結しております。

　なお、貸出コミットメント契約については、下記の財務制限条項が付されており、当事業年度において、当該
財務制限条項に抵触しておりますが、取引金融機関に対して支援の継続を要請しております。

①2023年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計
金額を、直近の事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する
金額以上に維持すること。
②2023年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される経常損益を２期連
続して損失としないこと。
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DKK(THAILAND)CO.,LTD.の債務保証 0百万円

短期金銭債権
長期金銭債権

242百万円
26百万円

短期金銭債務 348百万円

受取手形
電子記録債権

3百万円
13百万円

電子記録債務 171百万円

関係会社に対する売上高 792百万円
関係会社からの仕入高 2,389百万円

(3) 関係会社との営業取引以外の取引高 333百万円

(4) 一般管理費及び当事業年度製造費用に含まれる研究開発費 1,243百万円

(2) 保証債務
　下記の関係会社等について、金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

(3) 関係会社に対する債権・債務（区分表示したものを除く）

(4) 期末日満期手形
　期末日手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。なお、事業年度末
日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形は満期日に交換が行われたものとみなして処理しておりま
す。

５．損益計算書に関する注記
(1) その他の事業売上高、その他の事業売上原価、その他の事業総利益は、当社の事業区分のうち設備貸付事業並

びに売電事業にかかる売上高、売上原価、売上総利益を、それぞれ示しております。

(2) 関係会社との営業取引高

(5)  抱合せ株式消滅差益
　抱合せ株式消滅差益は、2023年4月1日付で当社100％子会社でありました株式会社ディーケーシー及び
高周波工業株式会社を、当社に吸収合併したことに伴い計上したものであります。
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事業部門名 用途 場所 種類 減損損失

機器統括部 各種アンテナ・
電気通信機器等の製造 栃木県鹿沼市 建物、工具器具

備品等 660百万円

建設統括部
 支店

各種アンテナ等の販売、
電気通信施設等の建設工事

福岡県福岡市、広島
県広島市、他

建物、工具器具
備品等 89百万円

建設統括部
 川越事業所

各種アンテナ等の販売、
電気通信施設等の建設工事 埼玉県ふじみ野市 建物等 25百万円

未来研究所
 旧事務所 共用資産 神奈川県横浜市 建物、構築物等 2百万円

(6)  減損損失に関する注記
　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社は、原則として、事業用資産については、継続的に損益を把握している事業部門を区分の基礎としてグ
ルーピングを行っております。ただし、将来の使用が見込まれていない資産や処分、廃止の意思決定をした資
産については、個別にグルーピングを実施しております。

（機器統括部）
　各種アンテナ・電気通信機器等の製造を営む拠点において、経営環境の悪化による収益性の低下により、営
業活動から生ずる損益が継続してマイナスになったことから、建物及び工具器具備品等の帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失（660百万円）として特別損失に計上しました。

（建設統括部　支店）
　各種アンテナ等の販売、電気通信施設等の建設工事を営む複数拠点において、経営環境の悪化による収益性
の低下により、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスになったことから、建物及び工具器具備品等の帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（89百万円）として特別損失に計上しました。

（建設統括部　川越事業所）
　各種アンテナ等の販売、電気通信施設等の建設工事を営む拠点において、建物の取り壊し及び建替えの意思
決定に伴い、建物等の帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失（25百万円）として特別損失に
計上しました。

（未来研究所 旧事務所）
　共用資産において、拠点閉鎖の意思決定に伴い、建物、構築物等の帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減
少額を減損損失（2百万円）として特別損失に計上しました。

　各種アンテナ・電気通信機器等の製造を営む拠点の建物及び工具器具備品等は、回収可能価額を正味売却価
額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価書等により評価しております。
　各種アンテナ等の販売、電気通信施設等の建設工事を営む複数拠点の建物及び工具器具備品等並びに共用資
産の建物、構築物等は、回収可能価額を使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローが見込まれな
いことから、その価額は備忘価額としております。
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当事業年度末日における自己株式の普通株式数 1,229,606株

（繰延税金資産） （単位：百万円）
貸 倒 引 当 金 18
賞 与 引 当 金 116
退 職 給 付 引 当 金 650
役 員 株 式 給 付 引 当 金 19
環 境 対 策 等 引 当 金 72
棚 卸 資 産 評 価 損 91
投 資 有 価 証 券 評 価 損 37
関 係 会 社 株 式 評 価 損 253
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 17
減 損 損 失 290
長 期 前 受 収 益 545
税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 27
そ の 他 188
繰 延 税 金 資 産 小 計 2,330
税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 に 係 る 評 価 性 引 当 額 －
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △339
評 価 性 引 当 額 小 計 △339
繰 延 税 金 資 産 合 計 1,991

（繰延税金負債）
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △1
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △513
そ の 他 △116
繰 延 税 金 負 債 合 計 △631

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 1,359

６．株主資本等変動計算書に関する注記

　※　自己株式に、取締役向け株式報酬制度に係る信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有
する当社株式を含めております。

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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（単位：百万円）
種類 会 社 等 の 名 称 議 決 権 等

の 所 有
関連当事者との
関 係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 DKKシ ノ タ イ エ
ンジニアリング㈱

所有
直接49％
（注3）

海外における電
気通信施設等の
建設

受 取 利 息
配 当 金 141 － －

子会社
電気興業（常州）
熱処理設備有限公
司

所有
直接70％

高周波誘導加熱
装置の加熱コイ
ル の 修 理 ・ 製
作 、 そ の 他 部
品・設備の販売

受 取 利 息
配 当 金 64 － －

１株当たり純資産額 3,103.78円
１株当たり当期純利益 96.22円

損益計算書上の当期純利益 956百万円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る当期純利益 956百万円

普通株式の期中平均株式数 9,940,316株

8．関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で、決定しております。

　　２．取引金額には消費税等を含めておりません。

　　３．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

9．収益認識に関する注記
　　 連結計算書類の「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

※　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。また、１株当たり純資産額の算定におけ
る「期末株式数」、１株当たり当期純利益の算定における「期中平均株式数」は、取締役向け株式報酬制度に
係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式（当事業年度末74,918
株、期中平均株式数75,289株）を控除して算定しております。
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11．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

12．連結配当規制適用会社に関する注記
　該当事項はありません。

13．その他の注記
（企業結合等関係）

（取得による企業結合）
　連結計算書類の「企業結合に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（共通支配下の取引等）
　連結計算書類の「企業結合に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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